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独立行政法人造幣局 事業年度評価の項目別評価シート（１） 

大項目：１．業務運営の効率化に関する目標を達成するための措置  

中項目：（１）組織の再編等                  

中 期 目 標 事業全体の効率的かつ効果的な業務運営を確立するに当たっては、組織体制の再編、製造

工程・業務処理の効率化及び人材の効果的な活用を図り、また、実績評価を確実に行い、更

なる問題点の把握及びその改善に努めるものとする。 

 

中 期 計 画 ①事業部的組織への再編等 

これまでは、職能別的な組織でしたが、事業部的観点を取り入れた組織に再編します。こ

れにより、各部の役割分担と権限・責任の所在が製品別的な観点から明らかになるとともに、

意思決定を迅速に行えるようにします。 

間接部門については、一部で係単位の所掌事務を廃止したスタッフ制を導入することによ

り、機動的な組織運営を行います。 

また、各課、各部署の役割、責務については、平成１５年３月より順次導入するISO-9001

の中における品質マネジメントシステムを活用し、各部署の運営方針と各管理者の責務、各

工程の相互関係を明確にします。 

今後とも、ISO-9001については、その認証を確実に維持します。 

 

②組織等の見直し 

限られた人員規模の中で効率的・効果的な事業実施を図るため、中期的に人員計画や組織

の見直しを行うことにより、最適な人員配置が可能となるように努めます。 

 

（参 考） 

年 度 計 画 

①事業部的組織への再編等 

業務運営は、平成１５年度に事業部的観点を取り入れて組織再編した本局の総務部、事

業部、貨幣部及び研究所による３部１所体制により遂行します。この体制により、支局を

含めた各部の役割分担と権限・責任の所在を製品別的な観点から明らかとし、意思決定が

迅速に行えるよう業務を遂行します。 

また、間接部門においては所掌事務を廃止したスタッフ制を活用し、より一層の機動的

な業務運営に努めます。 

ISO-9001 の認証に関しては、平成１６年３月に造幣事業全体として ISO-9001 の認証を

取得することができましたが、引き続き、この認証を確実に維持できるよう努めるととも

に、業務運営への充分な活用を図ります。 

 

 

②組織等の見直し 

限られた人員規模の中で効率的・効果的な事業実施が図られるよう、必要に応じて見直

しを実施します。具体的には、各部及び支局の業務実態を踏まえた要員配置の見直し、各

部統括部門の充実及び作業管理機能の強化を図るための見直しを行います。 
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業務の実績 ① 事業部的組織への再編等 

○事業部的観点を取り入れた組織再編の実施状況 

   平成１７年度は、独立行政法人移行時に組織再編した事業部的組織（注）の更なる定

着を図るために、本局の３部１所体制（総務部、事業部、貨幣部及び研究所）と支局の

実施部門を含めた全局的な業務体制が円滑に機能しているかどうかについて、平成１６

年度に引き続き、各部・所・支局からのヒアリングを通じて検証を行い、所要の見直し

を実施した（次項の「各部の役割分担と権限・責任の所在が製品別な観点から明らかに

なった状況」及び５頁の「２．組織の見直しの状況」参照）。 

（注） 平成１５年４月１日の独立行政法人への移行に伴い、本局の組織を従来の「総務

部、事業企画部、製造部」で構成する３部体制から、各部の役割分担と権限、責任の

所在を製品別に明らかにするとともに、製品に関する意思決定が迅速に行えるよう、

受注から製造・納品に至る一連のプロセスを一つの部に担当させる事業部的観点を取

り入れた「総務部、事業部、貨幣部、研究所」の３部１所体制に再編した。 

 

 

○各部の役割分担と権限・責任の所在が製品別な観点から明らかになった状況 

独立行政法人移行時の組織再編以降、事業部が貨幣セット並びに勲章及び金属工芸品

の製造・販売等を、貨幣部が一般流通貨幣及び交換型記念貨幣の製造等を、研究所が研

究開発及び貴金属製品の品位証明等を所掌しており、製品別の観点から、その権限と責

任において、企画から製造、販売に至る全てのプロセスを一体的に実施している。 

（参考）組織再編後の各部の役割

総務部 （経営に関する基本方針の策定、全体の総合調整等）
事業部 （貨幣セット並びに勲章及び金属工芸品の製造・販売等）
貨幣部 （一般流通貨幣及び交換型記念貨幣の製造等）
研究所 （研究開発及び貴金属製品の品位証明等）

東京支局
広島支局

   造　幣　局

 

 

東京支局においては、本局で策定した製造計画・販売計画をもとに、貨幣セット並び

に勲章及び金属工芸品の製造・販売等を行うほか、貴金属製品の品位証明など、多岐に

わたる業務を実施しているが、より効率的な業務運営を図るため、平成１７年４月に組

織の見直しを行い、本局との窓口を一本化（東京支局総務課に業務管理係を設置）して、

支局内の作業計画等を一元的に管理させることで、支局の作業管理機能を強化した。 

 

 

○意思決定の迅速化の状況 

業務運営については、事業部的観点を取り入れた組織のもとで、以下のとおり意思決

定の迅速化が図られるようにした。 

１． 貨幣セットや金属工芸品などを販売する際、金額が僅少なものの決裁事務につい

て、新たに課長に内部委任できるようにするなどの規程改正を行った。 
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２． 業務運営については、重要度に応じた経営課題をより計画的かつ機動的に審議・

検討するために、平成１７年度から新たな業務運営方法に改めた。 

具体的には、重要な経営事項を審議する「理事会（毎月１回の定例開催）」とは別

に、理事会の前段階での議論やその他経営事項の審議等を行う「理事懇談会（必要

の都度開催）」と中長期的な経営課題を検討する「業務検討会（毎月１回の定例開催）」

を新設し、毎月１回の定例開催を基本として、必要の都度弾力的に開催した。 

業務検討会においては、環境の変化による新たな課題等に機動的に対応するため、

業務運営上の検討課題を抽出して幅広い意見交換を行い、意思決定の迅速化に努め

た。 

 

〔参考〕平成１７年度の業務運営方法（改正後） 

(ｲ) 「理事会」：重要な経営事項（事業計画、人員計画等）の審議（毎月１回定例

開催）（実績１１回）。 

(ﾛ) 「理事懇談会」：理事会の前段階での議論、その他経営事項の審議・経営情報

（月次決算状況等）に係る経営陣への報告（必要の都度開催）（実績１８回）。 

(ﾊ) 「業務検討会」：中長期的な経営課題の検討（毎月１回定例開催）（実績１８回）。 

(ﾆ) 「幹部会」：テレビ会議システムを活用した、役員及び幹部職員間の情報の共

有化を図るための情報伝達（毎週１回定例開催）（実績４６回）。 

（注） 上記会議に関しては、その開催にあたっての通常業務への影響を少なく

するため、原則として月曜日に開催した。 

 

 

○スタッフ制の導入による機動的な組織運営への取組状況 

独立行政法人移行時の組織再編以降、間接部門のうち、本局の１６課・室（総務部経

営企画課、事業部事業企画課、貨幣部管理課、研究所研究管理課など）では、係単位の

所掌事務を廃止したスタッフ制を導入し、これらの部署においては、各課の長が、業務

の状況に応じて課員の担当業務と業務に応じて編成したグループを、機動的に随時変更

するなどの方法により、重要案件や緊急を要する案件に柔軟に対応しているところであ

る。 

平成１７年度においては、このスタッフ制の導入範囲を支局の一部（東京支局販売事

業課）にも拡充し、機動的な業務運営と業務の状況に応じた人的資源の有効活用に努め

た。 

   さらに、環境の変化による新たな課題等に機動的に対応できるよう、総務部門（本局

総務部各課並びに支局総務課及び経理管財課）については、平成１８年度から全面的に

スタッフ制に移行することを決定した。 

 

 

○ＩＳＯ－９００１の活用による各部署の役割、責務の明確化の状況 

平成１６年度に引き続き、各課の長は、ＩＳＯ９００１に基づくマネジメントシステ
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ムの下、造幣局の品質方針の実現に向けた品質目標を定め、その目標達成に向けた取組

みを適切に実施した。 

具体的な取組みとして、各課の長は、品質マネジメントシステムに則って業務を実施

し、業務上のトラブルが発生した場合は、是正処置報告によってその内容を各管理責任

者（各部の長又は支局の長）に報告するとともに、発生原因を特定して再発防止に向け

て然るべき是正措置を講じた。例えば、業務運営の中で顧客からのクレームや要望があ

った場合は、その原因を特定して対策を講じ、その効果を確認した後、その結果を関係

者に周知徹底して業務運営に反映するなど、各職場で、こうしたＰＤＣＡサイクルが機

能した業務運営体制が定着しつつある。 

さらに、ＩＳＯ９００１の認証を確実に維持するとともに業務運営への充分な活用を

図るため、理事長がマネジメントレビューを年２回開催し、各管理責任者（各部・所・

支局の長）から目標達成に向けた取組実施状況などの報告を受けたうえで、マネジメン

トシステムの実施状況を総括し、改善に向けて取り組むべき課題を指示するなど、組織

全体としてＰＤＣＡサイクルが機能した業務運営状況を検証した。 

（注）ＰＤＣＡサイクル：計画（Plan）、実施(Do)、点検･対処(Check)、見直し(Action)

を行うという工程（サイクル）を継続的に繰り返し、システムの改善を図るもの。 

 

 

○ＩＳＯ－９００１の認証の維持の状況 

  平成１７年度においては、全事業について取得したＩＳＯ９００１の認証（平成１４

年度に貨幣製造事業について、平成１５年度には貨幣製造事業以外の事業を加えた全事

業について、各々取得）を維持し、その活用を図るべく、次の活動を実施した。 

・ 品質マネジメントシステムを効果的に機能させるよう、全ての課が、理事長が定め

た品質方針に基づき品質目標を設定するとともに、目標達成に向けた取組みを行い、

各課の長は、その品質目標の達成状況及び管理状況を各管理責任者（各部・所・支局

の長）へ報告し、各管理責任者は、理事長へ報告した。 

・ 品質マネジメントシステムの維持及びその有効性の改善に関する事項については、

平成１７年７月及び平成１８年１月の２回に分けて内部監査を実施し、当該監査によ

る指摘事項は、関係部署において直ちに改善を行った。 

   なお、平成１７年度は内部監査員の増員等を行い、内部監査体制の充実に努めた。 

・ 品質マネジメントシステムの適切性、有効性等について検証を行うため、理事長そ

の他の役員及び幹部職員によるマネジメントレビューを実施した。（平成１７年９月及

び平成１８年２月の２回実施） 

〔参考〕マネジメントレビューにおけるレビューの内容 

(ｲ) 内部監査の概要 

(ﾛ) 顧客その他外部の利害関係者からの苦情その他の意見及び情報の概要 

(ﾊ) 製品・サービスの実現状況 

(ﾆ) 年次改善目標の達成状況 

(ﾎ) 是正処置及び予防処置の状況 

(ﾍ) 外部から調達した資源が予定通り納入されたか、納入遅滞のため業務に影響が生
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ずるようなことがなかったか。 

(ﾄ) これまでの検証会議において要改善項目とされた事項への対応状況 

(ﾁ) 関係法令の改正その他事業運営に影響のある環境変化及び当該変化へ 

 の対応状況 

(ﾘ) その他事業運営の状況全般 

 

なお、品質マネジメントシステムに加え、平成１７年１２月に環境マネジメントシ

ステムの認証を取得したことに伴い、両システムを一体的に運用するため、一連の関

係規程について所要の整備を行った。 

 

以上の活動を経て、平成１８年２月に外部審査登録機関による更新審査を受審し、そ

の結果、改善指摘事項はなく、品質マネジメントシステムの維持活用が図られている状

況が確認できた。 

 

 

② 組織等の見直し 

○人員計画や組織の見直しの状況 

１． 人員計画の見直しの状況 

人員計画については、中期計画に掲げる人員に係る指標を踏まえ、今後の業務見

通しをもとに必要人員を検証したうえで、退職者補充を極力行わず最小限の採用に

よる計画的な削減を実施することとしているが、各部門の業務状況に応じた適正な

人員配置を実現すべく、平成１７年１０月以降に各部・所・支局からヒアリングを

実施し、平成１７年度においては、そのヒアリング結果を踏まえて、以下の点に留

意して所要の見直しを行った。 

 (ｲ) 人員計画に基づき、一般管理部門や補助部門を中心に退職者補充を極力行わ

ず最小限の採用による計画的削減を実施する。 

(ﾛ) 各部門の配置人員については、中長期的な視点に立った人的資源の有効活用

を図る観点から、年齢構成や技能の伝承をも考慮のうえ、必要人員を決定す

る。 

上記を基本に、平成１７年度の業務運営の状況を踏まえ、平成１８年４月１日に各

事業部門への人員の再配置を行うことを決定した（評価シート（１７）「人員計画」の

業務の実績欄を参照）。 

 

２． 組織の見直しの状況 

独立行政法人への移行にあたり、各部の役割分担と権限・責任の所在を製品別に明

らかにするために事業部的視点を取り入れた組織の再編を行い、平成１６年度におい

ても機動的な組織運営を図るための見直しを行ったところである。平成１７年４月に

おいては、その後の業務実施状況を踏まえ、以下の見直しを行った。 

(ｲ)  東京支局においては、本局で策定した製造計画・販売計画をもとに、貨幣セ

ット並びに勲章及び金属工芸品の製造・販売等を行うほか、貴金属製品の品位
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証明など、多岐にわたる業務を実施しているが、より効率的な業務運営を図る

ため、本局との窓口を一本化（東京支局総務課に業務管理係を設置）して、支

局内の作業計画等を一元的に管理させることで、支局の作業管理機能を強化し

た。 

(ﾛ)   その他、各部総括部門の機能強化、ＥＲＰシステム保守要員の人材育成のた

めの要員配置の見直し、環境マネジメントシステム導入のための体制整備等を

行った。 

 

 

さらに、組織再編後の業務体制が円滑に機能しているかどうかについて、平成１７年度

上期の業務状況を踏まえたヒアリングを、各部・所・支局から１０月以降において実施し

た結果を踏まえつつ、事務部門の効率的な業務運営を更に促進するために、①総務部にお

ける総務課と経営企画課の機能分担の整理（総務課は危機管理業務を始めとする内部管理

業務、経営企画課は経営企画に関する企画、内外調整をそれぞれ分掌することにより、経

営統合機能を強化）、②総務部門（本局総務部各課並びに支局総務課及び経理管財課）につ

いて全面的にスタッフ制へ移行するなど、組織の一部見直しを決定した（平成１８年４月

から実施）。 

 

 

 

評価の指標 ① 事業部的組織への再編等 

○事業部的観点を取り入れた組織再編の実施状況 

○各部の役割分担と権限・責任の所在が製品別な観点から明らかになった状況 

○意思決定の迅速化の状況 

○スタッフ制の導入による機動的な組織運営への取組状況 

○ISO-9001の活用による各部署の役割、責務の明確化の状況 

○ISO-9001の認証の維持の状況 

 

② 組織等の見直し 

○人員計画や組織の見直しの状況 
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評 定 評 価 等 

Ａ 

（理由・指摘事項等） 

事業部的組織の再編については、独立行政法人移行時の組織再編の定着を図

るため、今年度も必要な見直しを図り、事業部制による権限・責任の所在を明

確にするだけではなく、機動的・効率的な組織に向け、本局において導入した

間接部門における所掌事務を廃止したスタッフ制を地方支局にも導入する等

の必要な見直しを行い、実施している。 

組織等の見直しにおいては、業務状況に応じた適正な組織再編を行うととも

に、計画的に削減するだけではなく、中長期的な視野に立った人員計画がなさ

れている。 

また、外部審査登録機関によるＩＳＯ９００１の維持と、新たに、平成１７

年度において、ＩＳＯ１４００１を取得したことは評価できる。 

 

以上を総合的に勘案して、本項目の評定をＡとする。 
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独立行政法人造幣局 事業年度評価の項目別評価シート（２） 

大項目：１．業務運営の効率化に関する目標を達成するための措置  

中項目：（２）業務処理・製造工程の効率化  

中 期 目 標 

 

事業全体の効率的かつ効果的な業務運営を確立するに当たっては、組織体制の再編、製造

工程・業務処理の効率化及び人材の効果的な活用を図り、また、実績評価を確実に行い、更

なる問題点の把握及びその改善に努めるものとする。 

 「電子政府構築計画」（平成15年7月17日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）

に基づき、国の行政機関の取組に準じて、業務・システムに係る監査を実施し、平成 19 年

度末までのできる限り早期に最適化計画を策定するものとする。 

中 期 計 画 

 

民間企業で行われている経営手法である内部管理予算制度（執行単位ごとに責任を明確化

する）及び標準原価制度（単位毎の標準的な原価を規定する）を導入することにより、経費

の効率的使用及び製造コストの削減に努めます。 

 また、作業の進捗管理、在庫管理等につき、生産管理システム及び新たにERPシステム（基

幹業務システム）を運用することにより（15年4月より稼動）、原材料投入から出荷までの

一連の情報を、各工程でリアルタイムに把握し、かつ一元管理を可能とすることで、全体の

業務プロセスを整合性をもって運用し､効率的な業務処理を行います。 

製造工程については、自動化機械の活用をはじめとして、作業方法の見直しにより全体と

しての生産効率の向上に努めます。 

また、局内LANの活用による事務処理の迅速化、簡素化、文書資料の電子媒体化等により

管理事務の効率化を行います。 

さらに、現場における創意工夫を生かし、効率化を推進するため、業務改善活動を推進し、

中期目標の期間中、1,420件以上の業務改善の提案件数が行われるよう努めます。     

「電子政府構築計画」（平成15年7月17日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）

に基づき、国の行政機関の取組に準じて、業務・システムに係る監査を実施し、平成19年

度末までのできる限り早期に最適化計画を策定します。 

（参 考） 

年 度 計 画 

内部管理予算制度及び標準原価制度の導入により、執行単位、製品単位ごとのコスト意識

の徹底が図られたところですが、引き続き同制度を活用することにより、経費の効率的使用

及び製造コストの削減に努めます。また、ERPシステム（基幹業務システム）については、

引き続き安定稼動を図るとともに、月次管理への活用等その有効活用に努めます。 

製造工程については、マシニングセンタやワイヤ放電加工機等の自動化機械の活用範囲を

広げること等による省力化の推進や、貨幣製造に使用する極印のクロムメッキ処理からPVD

処理への転換をさらに促進する等、作業方法の見直しに努めます。また、効率化だけでなく

品質管理の観点からも、貨幣検査の自動化を着実に進めます。 

さらに、局内LANの活用による事務処理の迅速化、簡素化、文書資料の電子媒体化等によ

り管理事務の効率化に努めます。本支局間の会議にはテレビ会議システムを活用し、意思疎

通の迅速化を図ります。 

業務改善活動については、より提案がされ易い環境整備として平成１５年度から実施を開

始した、局内イントラネットを活用した電子媒体による提案方法も活用することにより、業
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務改善活動をより一層効率的に推進し、平成１７年度中の提案件数が290件以上となるよう

努めます。 

 

業務の実績 ○内部管理予算制度の導入及び運用の状況 

   独立行政法人化に伴い導入した内部管理予算制度の目的は、自主管理のもとで組織全

体にコスト意識を浸透させ、予算を効率的に使用することにより、適正な予算管理を行

うことにある。 

同制度を導入して３年目となる平成１７年度は、その定着を図るため、予算執行の総

括部署である財務課と予算執行単位である各課との相互連携により、毎月の各課の執行

状況と四半期ごとの自己分析の結果を活用してＰＤＣＡサイクルを機能させ、経費の効

率的使用と執行の迅速化に努めた。 

   具体的には、平成１６年度に引き続き、予算執行の総括部署である財務課が「平成１

６年度における予算と実績の差異分析結果」について取りまとめた全体の計数を各課に

フィードバックして、平成１７年度の見直し及び平成１８年度内部管理予算に活用する

よう指導した。 

   

 

○標準原価制度の導入及び運用の状況 

独立行政法人化に伴い導入した標準原価制度の目的は、ＰＤＣＡサイクルによる適正

な原価管理（標準原価の設定－実績の把握－予実差異分析－見直し）のもとで、コスト

削減を図ることにある。 

同制度を導入して３年目となる平成１７年度は、平成１５・１６年度の業務状況を踏

まえ、より精緻な標準原価を設定するための所要の見直しを行い、平成１７年度の標準

原価の設定に反映させた。その主な見直し内容は、以下のとおりである。 

１．標準直接材料費の算定方法の見直し 

直接材料費の設定にあたっては、造幣局の保有する地金の標準単価は直近の時価で

ある前年度末の市中価格を採用している。しかしながら、地金として取り扱っている

外注加工材料（購入圧延板・円形など）については、期中（1月下旬）の市中価格を

採用しており、単価の算定時期に相違があったため、前年度末の市中価格によること

とし、算定時期の統一を図った。 

２．標準賃率（予定直接労務費/予定直接作業時間）の算定方法の見直し 

(ｲ) 予定直接作業時間：一部の工程について、前年度の実績作業時間を当該年度の予定

直接作業時間としていたが、これを予め設定されている作業計画に基づく工程別の

年間予定稼働日数や配置人員から予定直接作業時間を算出する方法に改めた。 

(ﾛ) 予定直接労務費：工程別に計上する予定直接労務費は、実態に則して応援作業時間

を見込み算定することとした。 

 ３．標準原価制度の現場への活用 

    月次の収支管理にあたり、各工程別の原価差異について、各部が自己分析を行い、

理事懇談会に報告するとともに、作業能率の向上等の検討に活用した。 
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○経費の効率的使用及び製造コストの削減の状況 

予算の執行にあたっては、平成１６年度に引き続き、予算執行単位である各 課長か

らの報告をもとに、予算執行の統括部署である財務課が必要な見直しを行うことによ

り、不要不急の経費支出を抑制するとともに、各執行単位において予算に不足が生じた

場合は、「財務課」がその必要性を審査した上で真に必要と認められる経費については

予算の追加配賦を行うなど、内部管理予算制度の弾力的な運用を行い予算の適正な執行

を図った。 

例えば、第３四半期に行った内部管理予算の見直しにおいては、各課が行う四半期ご

との自己分析を踏まえた予算の改配賦を行い、真に必要な経費の絞込みを行うととも

に、追加的に必要となった案件については迅速に財源措置をするなど予算の枠取りを抑

制した弾力的な運用を行うことにより、予算の適正な執行を図った。 

こうしたことに加えて、物品調達については、原則として一般競争入札によることを

徹底し、一層の透明性、公正性の向上を図るとともに、調達経費などの圧縮に努めたほ

か、従来の作業体制の見直し（詳細は、１１頁の「作業方法の見直しによる生産効率向

上の状況」参照）を行うことにより、経費の効率的使用及び製造コストの削減に努めた。 

 

 

○ＥＲＰシステムの導入の状況 

ＥＲＰシステムについて、これまでに発生した障害の内容の整理、分析等を行い、対

策指針を作成することによって、発生した障害に対し的確に対応できるようにするとと

もに、ＥＲＰシステムの定期点検、日常業務でのシステムへの負荷状態を調査するシス

テムヘルスチェックの実施、システム監視ソフトのバ－ジョンアップといったメンテナ

ンスを適切に行ったことにより、平成１７年度においてもＥＲＰシステムは順調に稼動

した。 

また、職員の操作技術や利便性の向上のため、ヘルプデスク対応やマニュアル整備を

引き続き行ったことに加え、ＥＲＰシステムによる原価把握のスキルアップを図るた

め、全局における課長等を対象にした研修を実施し、ＥＲＰシステムの活用を図った。 

 

 

○ＥＲＰシステム等の運用による効率的な業務処理の状況 

     ＥＲＰシステムの運用面において、各職員の習熟度が増したことに伴う業務改善等に

より、業務の効率化が認められた。 

 （ｲ）原価計算事務の月次処理に係る業務改善 

原価計算事務の月次処理（ＥＲＰシステムにより必要な伝票を検索して、毎月製

造された製品（完成品）に係る原価差異等を算出する月次処理）において、ＥＲＰ

システムの機能を効果的に活用した業務改善が行われたことによって、平成１７年

１１月以降の月次処理に係る所要時間が従来の１３％程度（従来４時間程度要して

いたものが０．５時間に改善）となり、大幅に事務の効率性が向上した。 
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(ﾛ) 契約事務の年度末処理に係る業務改善 

契約事務の年度末処理の一部（ＥＲＰシステムにより、納品済みで請求書が未受

領のものに係る年度末の確認処理）において、これまでになかったレポート機能を

同システムに追加する業務改善が行われたことによって、当該年度末処理に係る所

要時間が従来の３％程度（本局の場合、従来５５時間程度要していたものが１～２

時間に改善。全局では１２７時間程度の短縮効果。）となり、大幅に事務の効率性

が向上した（平成１８年３月から実施）。 

(ﾊ) その他 

         ＥＲＰシステムにより、各課の在庫デ－タ管理（入出庫、倉庫管理等）は的確に

行われており、期末の実地たな卸もスムーズに完了した｡   

 

 

○収支の月次把握の状況 

   ＥＲＰシステムを利用して、毎月、部門別に収益と費用の実績を把握し、当初計画と

の比較、分析を行うほか、原価差異についても分析を行い、その結果を理事懇談会に報

告した。 

理事懇談会への月次報告については、従来総務部（経営企画担当）がＥＲＰシステム

によるデ－タ分析等を基に報告していたが、組織全体の原価管理意識の醸成を図り、よ

り現場の実態を踏まえた要因分析を行うために、平成１７年８月分・月次報告から各部

が分担することとし、総務部は全般的な説明を行うこととした。 

これにより、理事懇談会においては理事長をはじめ、幹部職員が収支をはじめとした

月次の経営情報をより深く把握して、的確な経営判断に役立てた。    

 

 

○自動化機器等の活用による生産効率の向上の状況 

 １．貨幣自動検査装置の実用化による生産効率向上 

貨幣自動検査装置は、現在作業者が目視で行っている貨幣の最終検査を機械化する

ためのものであり、平成１７年度における開発状況は以下のとおりである。 

(ｲ) 平成１７年度は前年度までに導入した貨幣自動検査装置１０台（本局４台、

広島支局６台）を用い、５００円貨と１０円貨の実用化を開始するとともに、

新たに本局に６台を導入し、１００円貨の実用化に取り組んだ。 

(ﾛ)  圧印機に貨幣自動検査装置を直結させて、より効率的な作業が行えるように

するための実用化テストを行った。 

〔参考〕貨幣自動検査装置の開発から実用化までの経緯 

貨幣自動検査装置は、平成１４年度に試作機を開発して以後、平成１５

年度にプロトタイプ機１台を導入し、基準作成・研修等を行い、更に平成

１６年度に実用機９台を導入して検証を行い、実用化に向けた品質基準や

作業体制を確立した。 

 

２．勲章製造工程における自動化機器活用の進捗状況 
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      勲章製造工程においては、生産効率の向上を図るため、旭日章及び瑞宝章等の一

部にマシニングセンタ（ＭＣ）及びワイヤー放電加工機を活用することにより、勲

章仕上作業の一次工程（ヤスリ工程）の効率化を図るとともに、七宝自動盛付機及

び七宝自動研磨機を活用することにより、勲章七宝盛付け・七宝仕上工程の効率化

を図った。これら自動化機器活用の進捗状況は、以下のとおりである。 

なお、これらの自動化機器活用による効率化状況は、評価シート（１１）参照。 

(ｲ) マシニングセンタ（ＭＣ） 

     平成１７年度は、旭日章及び瑞宝章等の一部について４台のマシニングセン

タを活用して５８，５２９個（平成１６年度は５０，８３９個）の自動切抜き

加工を行った。 

 （注）マシニングセンタとは、コンピュータ制御により、予めプログラムして

おいた切削や穴あけ等の多種多様な加工を全自動で行う工作機械。 

(ﾛ) ワイヤー放電加工機 

平成１７年度は、旭日章及び瑞宝章等の一部についてワイヤー放電加工機を

活用して２２，０１４個（平成１６年度は１９，６６２個）の自動切抜き加工

を行った。 

 （注）ワイヤー放電加工機とは、金属製のワイヤー（直径０．２ｍｍ～０．３

ｍｍの黄銅製が多い）に高電圧をかけ、被加工物との間に放電を繰り返し

ながら切断するＮＣ工作機械。このため電気を通す材料であればどのよう

なものでも加工が可能。非常に硬い材料に対しても容易に高精度な加工を

行うことができる。 

(ﾊ) 七宝自動盛付機 

    平成１７年度は、勲章の構成部品の一部（連珠・珠、つなぎ部分・珠）に

ついて七宝自動盛付機を活用して２０，５６５個（平成１６年度は１１，６

１１個）の自動盛付けを行った。 

  （注）七宝自動盛付機とは、粉砕した七宝釉薬をシリンダーに詰め込み、コン

ピュータ制御により指定された位置に定量の七宝を盛り付ける機械。吐出に

は空気圧を用いる。 

(ﾆ) 七宝自動研磨機 

    平成１７年度は、平成１６年度に実用化した瑞宝章章身の自動研磨に対応

するため七宝自動研磨機１台を増設し、旭日章及び瑞宝章の章身等につい

て、２４、３６９個（平成１６年度は２１，１５８個）の自動研磨を行った。 

  （注）七宝自動研磨機とは、上下の定盤に取り付けた砥石で加工物をはさんだ

状態にし、コンピュータ制御により一定圧をかけ、砥石と加工物を回転させ

ながら表面を研磨する機械。 

     

 

○作業方法の見直しによる生産効率向上の状況 

作業方法の見直しによる生産効率の向上については、従来から中長期的視野に立って

計画的に進めているところであるが、平成１７年度は、平成１６年度に引き続きＰＶＤ
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極印の実用化に向けた取組みを実施するほか、新たに、圧印機に貨幣自動検査装置を直

結させることによる効率化に取り組んだ。 

１．ＰＶＤ極印の実用化テストの状況 

ＰＶＤ処理（注）した極印は、従来のクロムメッキ処理した極印に比べ、耐久

性の向上及び作業環境の改善が期待できることから、平成１６年度に引き続きそ

の実用化へ向けてテストを継続しているものであり、平成１７年度における進捗

状況は以下のとおりである。 

(ｲ) 通常貨幣用極印のうち、５００円貨、１００円貨、１０円貨、１円貨について

ＰＶＤ処理をした極印による圧印作業を実施し、５００円貨、１０円貨、１円貨

については極印の耐久性（極印命数）の向上が見られた。１００円貨については、

他の貨種と比べると向上の度合いが不十分であるため、引き続き平成１８年度以

降も調査を行う予定である。 

 〔参考〕平成17年度 通常貨幣用極印・貨種別極印命数の実績 

枚 枚
500円貨 194,000 264,000 36.1%
100円貨 117,000 117,000 0.0%
10円貨 236,000 242,000 2.5%
1円貨 687,000 1,953,000 184.3%

貨種 平成16年度以前
（PVD処理加工前）

平成17年度
（PVD処理加工後） 伸び率

 
  （注）500円通常貨幣用極印は平成16年3月から、100円・10円・1円通常貨幣

用極印は平成17年1月から全てPVD処理した極印に切り替えた。 

 

(ﾛ) このほか、プルーフ貨幣用極印についても実用化を目指し、ＰＶＤ処理をした

極印の製作条件の調査を行い、これに基づき製作した圧印テスト用極印によりプ

ルーフ１００貨の圧印テストを実施し、今後の課題に対する取組方針を決定した。 

（注）ＰＶＤ処理：アークイオンプレーティング法と呼ばれる金属の表面硬化法の

一つ。貨幣用極印の表面に応用（窒化クロムをコーティング）することによ

り、従来のクロムメッキ処理を施した極印に比べて耐久性の向上が図れるほ

か、クロムメッキ液を使用しないことから作業環境の改善が図れる。 

 

２．圧印機に貨幣自動検査装置を直結させることによる効率化 

平成１７年度において、圧印機に貨幣自動検査装置を直結させて、より効率

的な作業が行えるようにするための実用化テストを行い、平成１８年度から実

用化を図ることとした。 

 

 

○事務処理の迅速化、簡素化による管理事務の効率化の状況 

「e-Japan 戦略Ⅱ加速化パッケージ（平成１６年２月ＩＴ戦略本部決定）」等に基づ

き、給与の全額振込の推進に努めた結果、平成１８年３月時点での給与全額振込の割合

が１００％となり、目標を達成することができた。これにより、給与支払事務の効率化

が図られた。 
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職員の休暇承認に関する事務手続きについては、出退勤管理システムによる電子承

認手続きが定着するまでの間、従来の休暇申請簿（紙ベース）による承認手続きと並行

処理を行ってきたが、電子承認手続きが定着したことから、平成１８年１月から休暇申

請簿を廃止し、電子承認手続きに移行した。これにより、ペーパーレス化と事務の効率

化が図られた。 

〔参考〕 出退勤管理システム：出退勤時に職員が各自の ID カードをカードリーダーに

通すことにより得られた就業情報に基づき、各職員の日々の勤務時間管理を行う

システム（平成13年4月から全局的に稼動）。 

独立行政法人移行時（平成15年4月）に、各職員のパソコンのOSがWindows2000

に更新されたことに伴い、大幅にシステム改造を実施。 

  

 

○文書資料の電子媒体化による管理事務の効率化の状況 

    文書管理事務に関しては、平成１５年度に内部規程の電子化を図り、平成１６年度

には当該電子情報に係る用語検索機能を構築するなど、事務の効率化に努めていると

ころである。 

平成１７年度においては、内部規程の改正に係る新旧対照表についても電子化を図

り、局内イントラネットを利用して全職員に周知することにより、更なる事務の効率化

に努めた。 

   また、造幣用語集の電子化を図り、収録語数を６千語から１万５千語に充実させると

ともに、造幣局技術用語検索システムを構築した。これにより、職員が短時間で用語検

索が可能となったことから、利便性が向上した。 

 

 

 ○業務改善活動の推進状況 

(ｲ)  平成１７年度は、平成１６年度と同様、業務改善強化月間を６月と１２月の年２回

を設定し、文書の配布や局内イントラネットを活用した電子媒体を通じて全職員に

周知することにより職員の業務改善に関する意識の高揚を図り、業務改善への積極

的な取組みを推進した。 

(ﾛ)  平成１７年度においては、業務改善活動を推進し活性化を図るため、職員から提出

のあった提案について、局内イントラネットを活用した電子媒体を通じて水平展開

を図ることとして、一人当たり件数課別・局別など提案一覧ファイルの掲載を行っ

た（四半期毎実施）。 

   なお、過去に不採用とされた提案についても、その後の状況の変化を踏まえ、そ

の再審査を行い拾い上げるなど、提案案件をできるだけ業務へ反映するよう努めた。 

(ﾊ) 優れた提案については、平成１６年度に引き続き、局内イントラネットを活用した

電子媒体に掲載し、全職員への周知に努めたほか、優れた提案を行った職員を創業

記念式典（毎年４月開催）において表彰するなど、職員の業務改善に関する意識の

高揚を図った。 
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○業務改善の提案件数 

   平成１７年度における業務改善の提案件数は、上記の取組みの結果、年度計画の２９

０件を上回る４４１件となった。 

〔参考〕平成１５年度：４１５件、平成１６年度５３０件 

 

 

○業務・システムに係る監査の実施、最適化計画の策定の状況 

   「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」（平成17年6月29日各府省情

報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づき、平成１７年度において、情報化統括

責任者（CIO）を設置するとともに、情報化統括責任者（CIO）補佐官には外部の専門的

知見を有する者を配置し、業務・システム最適化計画の策定に向けた取組みを開始した。 

 

評価の指標 ○内部管理予算制度の導入及び運用の状況 

○標準原価制度の導入及び運用の状況 

○経費の効率的使用及び製造コストの削減の状況 

○ＥＲＰシステムの導入の状況 

○ＥＲＰシステム等の運用による効率的な業務処理の状況 

○収支の月次把握の状況 

○自動化機器の活用による生産効率の向上の状況 

○作業方法の見直しによる生産効率向上の状況 

○事務処理の迅速化、簡素化による管理事務の効率化の状況 

○文書資料の電子媒体化による管理事務の効率化の状況 

○業務改善活動の推進状況 

○業務改善の提案件数 

○業務・システムに係る監査の実施、最適化計画の策定の状況 

 

評 定 評 価 等 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

（理由・指摘事項等） 

内部管理予算制度の導入や、標準原価制度による原価差額管理を通じて、

あらゆる局面において、原価差額の把握と分析が可能となり、各部が自己分

析を行う等効率経営に資するものと期待できる。また、物品調達については、

一般競争入札を徹底することにより、透明性、公正性が図られた。今後は、

その結果を効率経営の中で積極的に活用し、その結果を広く組織内にアナウ

ンスすることにより、組織全体の効率経営への動機付けとなるよう期待した

い。 

 ＥＲＰシステムの活用を図ったことにより、収支の月次処理に係る所要時

間の短縮が図られ、事務の効率性が向上するとともに、的確な経営判断に資

し、効率経営の戦力となっている。 

製造工程の効率化については、貨幣・勲章製造工程において、自動化装置
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の活用範囲を広げるなど効率化を行ったこと、また、ＰＶＤ処理をした極印

の実用化、圧印機に貨幣自動検査装置を直結させるなどの作業方法の見直し

も進められ、品質管理の観点からの貨幣検査の自動化が進められたことは評

価できる。 

職員による業務改善活動は、局内イントラネットを活用すること等により

提案件数も増え、職員の意識向上が図られ、全職員参加型の業務改善活動が

進められている。 

 

以上を総合的に勘案して、本項目の評定をＡとする。 
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独立行政法人造幣局 事業年度評価の項目別評価シート（３） 

大項目：１．業務運営の効率化に関する目標を達成するための措置    

中項目：（３）人材の有効な活用             

中 期 目 標 

 

事業全体の効率的かつ効果的な業務運営を確立するに当たっては､組織体制の再編、製

造工程・業務処理の効率化及び人材の効果的な活用を図り､また､実績評価を確実に行い､

更なる問題点の把握及びその改善に努めるものとする。 

中 期 計 画 

 

内部研修や外部の企業への派遣等を通じて職員の資質向上を図り､適材適所の配置を

行うことにより人材の有効利用を図ります。 

（参 考） 

年 度 計 画 

限られた人員規模の中で効率的かつ効果的な事業運営を行うため、造幣局研修所が実

施する各種内部研修や外部研修への参加、業務に関連する各種資格の取得等を通じて職

員の資質向上を図り、さらに適材適所の人員配置を行うことにより、人材の有効活用に

努めます。 

 

業務の実績 ○内部研修の実施状況 

   平成１７年度の内部研修は、階層別研修、技能総合研修及びその他の研修として

下記のとおり実施した。 

  

区 分 研 修 名 参 加 人 員
① 新 規 採 用 職 員 研 修 1 5人
② 新 規 採 用 職 員 地 方 研 修 4人
③ 採 用 職 員 ３ 年 次 研 修 8人 新 規
④ 一 般 総 合 研 修 1 2人
⑤ 中 堅 職 員 研 修 1 2人
⑥ 作 業 主 任 研 修 2 1人
⑦ 技 能 長 研 修 Ａ 3 6人
⑧ 技 能 長 研 修 Ｂ 2 4人
⑨ 作 業 長 研 修 2 0人
⑩ 主 任 研 修 2 6人
⑪ 係 長 研 修 Ａ 1 8人
⑫ 係 長 研 修 Ｂ 8人
⑬ 課 長 補 佐 研 修 Ａ 1 9人
⑭ 課 長 補 佐 研 修 Ｂ 1 3人
⑮ 管 理 者 研 修 9人
⑯ 新 規 採 用 職 員 指 導 員 研 修 1 5人
小 計 2 6 0 人
① 貨 幣 部 門 総 合 技 能 研 修 1 0人
② 工 芸 部 門 総 合 技 能 中 級 研 修 3人
③ 試 験 ・ 検 定 部 門 総 合 技 能 研 修 1人
小 計 1 4人
① Ｉ Ｓ Ｏ ９ ０ ０ １ 内 部 監 査 員 養 成 研 修 2 5人
② Ｉ Ｓ Ｏ １ ４ ０ ０ １ 内 部 監 査 員 養 成 研 修 2 8人 新 規
③ マ ネ ジ メ ン ト 教 育 研 修 4 4 3 人
　 ・ コ ン プ ラ イ ア ン ス の 基 礎 知 識 ( 1 3 8 人 )
　 ・ コ ン プ ラ イ ア ン ス 応 用 （ 参 加 型 ） ( 8 8 人 ) 新 規
　 ・ 危 機 管 理 の 応 用 （ 参 加 型 ） ( 8 5 人 ) 新 規
　 ・ 情 報 に よ る マ ネ ジ メ ン ト 研 修 ( 1 3 2 人 ) 新 規
④ 管 理 者 等 に 対 す る メ ン タ ル へ ル ス 研 修 1 5 3 人
　 ･メ ン タ ル ヘ ル ス 管 理 者 講 習 会 ( 5 3 人 )
　 ･リ ス ニ ン グ 研 修 ( 1 0 人 )
　 ･メ ン タ ル ヘ ル ス 講 演 会 ( 9 0 人 )
⑤ 職 員 の た め の メ ン タ ル ヘ ル ス 研 修 1 8 2 人 新 規
⑥ Ｅ Ｒ Ｐ 活 用 研 修 2 6 8 人
　 ・ 座 学 ( 1 7 0 人 )
　 ・ 実 務 ( 9 8 人 )
⑦ 技 能 実 務 研 修 1 5人
　 ・ プ ル ー フ 貨 幣 製 造 関 係 ( 4 人 )
　 ・ 広 島 支 局 成 形 設 備 整 備 関 係 ( 5 人 )
　 ・ 竪 型 圧 印 機 に よ る 圧 印 作 業 関 係 ( 4 人 )
　 ・ 電 鋳 作 業 関 係 ( 1 人 )
　 ・ 圧 写 作 業 関 係 ( 1 人 )
⑧ 裁 判 員 制 度 の 周 知 1 1 8 人
⑨ 有 害 業 務 等 の 作 業 従 事 者 特 別 教 育 3 3人
⑩ フ ォ ー ク リ フ ト 運 転 業 務 従 事 者 安 全 衛 生 教 育 3 6人
⑪ Ｋ Ｙ Ｔ （ 危 険 予 知 訓 練 ） 研 修 6 0人
⑫ 公 務 災 害 事 例 研 究 会 3 2人
⑬ Ｔ Ｐ Ｍ （ 自 主 保 全 ） 教 育 2 5人
⑭ 接 遇 マ ナ ー 研 修 2 9人
⑮ パ ソ コ ン 研 修 4 5人
⑯ そ の 他 の 研 修 （ 英 会 話 研 修 等 ） 4 1人
小 計 1 , 5 3 3 人

内 部 研 修 参 加 人 員 計 1 , 8 0 7 人

1 . 階 層 別 研 修

2 .技 能 総 合 研 修

3 .そ の 他 の 研 修
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（注）上表中、「新規」を付した項目は、新たに実施したもの。 

  

 

○外部研修への参加状況 

高度な専門分野について、大学等外部の研修機関へ職員を派遣して研修を実施し

た。 

なお、外部研修（部外委託研修）には、海外派遣研修、国際化研修、工芸職員海

外留学研修、大学院派遣研修、中央省庁等主催の研修及びその他の外部研修があり、

平成１７年度実績のうち、その主なものは以下のとおりである。 

   

研修名 期間 参加人員
①工芸職員海外留学研修（イタリア造幣局メダ
ル学校）

平成16年10月～平成17年7月 1人

②工芸部門総合技能上級研修（東京芸術大学） 平成17年4月～平成18年1月 1人

③国際化研修（米国カリフォルニア大学） 平成16年7月～平成17年4月 1人
④行政研修 平成17年4月～平成17年12月 3人

平成17年5月～平成17年11月 1人
平成17年6月～平成17年11月 1人
平成17年7月～平成18年2月 1人
平成17年11月～平成18年2月 1人

外部研修参加人員計 10人

⑤簿記研修

 

  （注-１） 上表は、平成１７年度における外部研修の主なものを掲げており、外

部研修参加人員計１０人には、企業派遣研修（参加人員１２人）及びそ

の他各種セミナー等の外部委託研修（参加人員５１５人）は含んでいな

い。 

   （注-２） 詳細は、別添「平成１７年度における外部研修の実施状況」参照。 

       

 

○各種資格の取得状況 

人的資源の活性化を図るため、業務上必要な国家資格等を積極的に取得させると

ともに、職場の安全管理の維持向上を図るために必要な資格取得を推進した。 

平成１７年度における、主な資格の取得例は次のとおりである。 

・弁理士                 １人 

・エネルギー管理士            １人 

・１級建築士               １人 

・公害防止管理者（振動関係等）     １０人 

・衛生管理者               １人 

・産業カウンセラー            １人 

・１級貴金属装身具製作技能士       ２人 

・１級金属プレス加工技能士        １人 

・１級機械加工技能士           ７人 

・１級機械保全技能士           １人 

・クレーン運転士             ５人 

・危険物取扱者（乙種）         ２３人 
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・有機溶剤業務従事者教育インストラクター  ２人 

・電気主任技術者（第３種）         １人 

・電気工事士                １人 

以上を含め、平成１７年度においては、全８５種類の資格を延べ２４３人の職員

が取得した。 

〔参考〕過去５年間における資格取得者数（延べ人数）は、平均１０８人／年 

 

 

○人材の有効活用の状況 

人材の有効活用については、平成１７年度定期人事異動において、能力、適性等

を重点に置いた人材の登用と適材適所の人事配置を実施した。特に、造幣事業の着

実な運営と発展を継続していくためにも、適切な人材の配置は重要であり、組織枢

要な管理職ポストについては、実行力・指導力のある人材を人物本位で選考し配置

した。 

また、人材の有効活用にあたり、職員の業務遂行能力等の向上を図るため、平成

１７年度においては、平成１６年度に引き続き資格取得及び専門的研修の他、マネ

ジメント面の教育強化を考慮した研修を引き続き実施した。 

１．現職での資格取得 

人材の有効活用については、各種の資格取得を通じて職員の業務遂行能力を

向上させ、効率的な業務運営の実施を図った。 

・取得資格の種類  弁理士ほか８４種（２４３人） 

２．経営マネジメント等教育強化 

    管理者層に重点をおいた経営マネジメント教育強化のため、平成１６年度に

引き続きコンプライアンスの基礎知識、コンプライアンス応用（参加型）、危機

管理の応用（参加型）及び情報によるマネジメント研修を実施した。 

 ３．専門的知識を必要とする人材の育成等 

    専門的な知識を有する職員を選抜し、より高い水準の業務遂行能力を修得さ

せるために外部機関や外部講師による研修を実施した。 
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対象職員 資質向上を図るための研修 研修後の状況
　事務部門におけ
る若手の優秀な一
般職職員（１人）

〔国際化研修〕今後の記念貨幣等の海
外販売事業の展開を考え、語学力及び
国際感覚を身に付けた人材を育成する
ため、米国カリフォルニア大学へ派遣
した。

　研修で得た成果を活
用できるよう、平成１
７年４月に帰国後速や
かに総務部総務課の部
署に配属した。

　工芸部門におけ
る若手の優秀な工
芸職職員（１人）

〔工芸職員海外留学研修〕世界最高峰
のメダル製作技術を誇るイタリアにお
いて、その最先端技術を直接修得させ
るため、イタリア造幣局メダル学校へ
派遣した。

　研修終了後、速やか
に職場に復帰させ、研
修で得た成果を職場に
おいて有効活用してい
る。

　工芸部門におけ
る若手の優秀な技
能職職員（１人）

〔工芸部門総合技能上級研修〕高度な
技術と知識及び伝統技能を修得させ、
技能伝承を図るとともに、将来の技術
指導者の養成を目的として、東京芸術
大学美術学部工芸科（鎚金研究室）へ
派遣した。

　研修終了後、速やか
に職場に復帰させ、研
修で得た成果を職場に
おいて有効活用してい
る。

　工芸部門におけ
る若手の優秀な技
能職職員（２人）

〔工芸部門総合技能中級研修〕基礎的
な技術と知識及び伝統技術を修得さ
せ、技能伝承を図るとともに、将来の
技術指導者の養成を目的として外部講
師を招き、工芸部門総合技能中級研修
（彫金科、鎚金科と七宝科）を実施し
た。

　研修終了後、速やか
に職場に復帰させ、研
修で得た成果を職場に
おいて有効活用してい
る。

 

上記のほか、各職場においては、各課の長が所属する職員に対してＩＳＯ９

００１マネジメントシステムに基づく要員力量評価を実施し、各職員に必要な

教育訓練を実施した。 

   〔各課における教育訓練の具体例〕 

・ＥＲＰシステムを活用して経営情報の分析等を行う実務担当者等を対象に、

資質向上を図るための外部セミナーに参加させた。 

・人事異動により新しい部署に配属された職員に対して、ＥＲＰシステム活用

に関するＯＪＴ（職場内教育）を実施した。 

・製造現場の職員を対象に、労働災害防止のための指導者研修や安全衛生教育

を実施した。 

・製造現場の職員を対象に、ＴＰＭ活動（Total Productive Maintenance=全

員参加の生産保全）のための導入教育等を実施した。 

      （注）ＴＰＭ活動のための導入教育等：管理者層への導入教育を実施する

とともに、保全担当職員による現場オペレーターへの実践教育を行う

など、保全体制の強化・充実を図った。 

     

評価の指標 ○内部研修の実施状況 

○外部研修への参加状況 

○各種資格の取得状況 

○人材の有効活用の状況 

評 定 評 価 等 

 

 

Ａ 

（理由・指摘事項等） 

研修所をはじめ、内外の研修の実施、業務に関連する各種資格取得を通

じた職員の資質向上が図られていること。また、職員の業務遂行能力の向

上について、特にマネージメント面の教育に力が入れられ、コンプライア

ンス、危機管理、情報によるマネージメントに関する研修が進められてお
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り、内部研修・外部研修ともに、中期計画に沿った順調な運営がなされて

いる。この結果、延べ２４３人が各種資格の取得を行うなど、研修の成果

は上がっている。 

人材の有効活用については、適材適所の人事配置に心がけていることや、

工芸部門における若手の優秀な技能職員の人員数確保を積極的に行ってい

る。また、新たに製造現場で全員参加型の生産保全活動（ＴＰＭ活動）を

導入したことも評価できる。 

 

以上を総合的に勘案して、本項目の評定をＡとする。 
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別添 
 

平成１７年度における外部研修の実施状況 
 
①工芸職員海外派遣研修（イタリア造幣局メダル学校）：１人（平成１６年１０月～平成１７年

７月） 

世界最高峰のメダル製作技術を誇るイタリアにおいて、その最先端技術を直接習得するため

イタリア造幣局メダル学校に職員を派遣した。 
 
②工芸部門総合技能上級研修（東京芸術大学）：１人（平成１７年４月～平成１８年１月） 

勲章等製造を行う工芸部門の充実を図る観点から、同中級研修を優秀な成績で修了した者の

中から１人を選抜し、工芸部門における専門的かつ高度な技術及び知識を修得させ、将来の技

術指導者の養成を目的として、東京芸術大学美術学部に研修委託生として派遣した。 

 

③国際化研修(米国)：１人（平成１６年７月～平成１７年４月） 

今後の記念貨幣等の海外販売事業の展開を考え、語学力及び国際感覚を身に付けた人材を育

成するため、米国カリフォルニア大学へ派遣し、ビジネス英語及び国際ビジネス講座について

の研修を行った。 

 

④行政研修：２人（平成１７年９月～１２月） 

人事院が行う行政研修（課長級・課長補佐級）に、職員各１人を派遣した。 

 
⑤簿記研修：４人（平成１７年５月～１１月、平成１７年６月～１１月、平成１７年７月～平

成１８年２月、平成１７年１１月～平成１８年２月） 
簿記の知識を有し、より的確な財務諸表等が作成し得る人材の育成を図るため、職員４人を

簿記研修として外部機関へ派遣した。 
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独立行政法人造幣局 事業年度評価の項目別評価シート（４） 

大項目：１．業務運営の効率化に関する目標を達成するための措置  

中項目：（４）内部管理体制の強化        

中 期 目 標 不測の事故を防止するため内部管理体制の強化を図るとともに、万が一事故等が発生した

場合の危機管理に関する計画を策定するものとする。 

 

中 期 計 画 不測の事故を防止するために各工程、各部門における責任を明確にした徹底的なチェック

体制を構築するとともに、セキュリティー及び警備体制を強化することによって内部管理体

制の強化を図ります。 

 特に、貨幣製造工程においては、工程間での物品の移動に際しての数量管理の徹底や、管

理区域への入退出時に際してのセキュリティーチェック等警備体制の強化を図り、製造工程

内の物品の管理を万全に行います。 

また、貨幣の偽造防止技術に関する情報は、流出すれば真貨に近い偽貨の製造が可能とな

り、通貨の信認に深刻な影響を与えかねないものであることから、万全の流出防止策を講じ、

その管理を徹底します。 

さらに、万が一災害等の事故が発生した場合でも、速やかな業務回復ができるよう危機管

理に関する計画を策定します。 

 

（参 考） 

年 度 計 画 

不測の事故を防止するため、各工程､各部門において管理区域への入退出の管理及び物品

の管理責任を明確にした徹底的なチェック体制を構築するとともに、セキュリティ－及び警

備体制をより一層強化することによって内部管理体制の強化を図ります。 

特に、貨幣製造工程においては、工程間での物品の移動に際しての数量管理の徹底や、管

理区域への入退出時の個人認証登録によるセキュリティーチェック等警備体制の強化を図

り、製造工程内の物品の管理を万全に行います。 

貨幣の偽造防止技術に関する情報は、流出すれば真貨に近い偽貨の製造が可能となり、通

貨の信認に深刻な影響を与えかねないものであることから、その情報管理にあたっては、外

部環境とオフライン化された専用のパソコンを使用するなど、研究開発に関する技術情報の

厳正な管理に努めます。 

また、貨幣セット購入者等の顧客情報については、個人情報の管理に関する規程を遵守す

るほか、インターネットを経由した不正アクセスの防止等にも配慮した厳正な管理に努めま

す。 

さらに、危機管理に関する計画の充実に努め、万が一災害等の事故が発生した場合には、

速やかな業務回復に努めます。また、その実効性を確保するため定期的に訓練等を実施しま

す。 
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業務の実績 ○各工程、各部門におけるチェック体制の構築の状況 

１．管理区域への入退出管理 

平成１６年度に引き続き、次のとおり管理区域への入退出管理の徹底を図った。 

(ｲ) 事務所及び工場等の出入りに際しては、オートロック錠と連動した個人認証シス

テムにより入退室者の照合確認と規制を行い、記録する。 

(ﾛ) 特に貨幣及び貴金属を扱う工場については金属探知機により、金属類の持込み・

持出しのチェックを厳重に実施する。 

(ﾊ) 資材搬入口等については常時、施錠管理し、監視カメラにより作業状況や物品の

保管状況を含めた監視を行い、夜間等についてはセンサーによる監視体制をしく。 

(ﾆ) 鍵の管理については、権限の委任された者のみが取り扱うことが可能となるシス

テムキーボックスにより使用者を限定する。 

 

２．物品の管理 

各作業責任者の責任区分を明確にするため制定された規程に基づき、物品の管理責任

をより明確にすることを徹底した。 

また、物品の受渡しに際しては、製造から保管までを一元的に管理する物流管理シス

テムにより物流情報が自動的に登録されるもの以外は、平成１６年度に引き続き、たな

卸資産管理規程に基づく「物品受渡確認票」による受け方と渡し方との相互確認を徹底

するとともに、現物確認後の所属課長への報告等を含めた相互確認の明確化を図り、よ

り厳正な管理に努めた。 

 

３．内部監査及び業務総点検等 

平成１６年度に制定した「防犯機器の運用に関する規程」に基づき、防犯機器の作動

状況及び運用状況のチェックを定期的に実施したほか、平成１７年１１月中旬から１２

月上旬にかけて内部監査を実施し、各工程、各部門におけるセキュリティ及び警備体制

に問題がないことを確認した。また、平成１８年２月下旬から３月中旬にかけて特にリ

スク管理が重要な業務について業務総点検を実施し、顧客管理データにかかるセキュリ

ティ及び警備体制に問題がないことを確認した。 

 

４．その他 

   ＩＳＯ１４００１に準拠した環境マネジメントシステムを構築していく過程におい

て法令遵守の確認を行っていたところ、平成１７年１１月に、本局の事業部・研究所に

おいて保管していたウラン化合物について、法令上必要とされる許可を受けていないこ

とが判明した。当該物質は、国の時代に分析用試薬などのために限定的に少量保管して

いたものの残りであり、厳重管理を要するものとの認識はあったものの許可が必要との

認識がなかったことから、独立行政法人移行後も、引き続き許可を受けずに継続して保

管していたものである。 

当該事実が判明後、速やかに文部科学省へ事実関係の報告を行うとともに、平成１８

年１月２７日に文部科学大臣宛許可申請を行い、同年２月２３日に許可を受けた。 

これを受けて、他の法令関係についても、こうした手続き漏れ等がないよう、徹底を
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図った。 

  （注）本件による環境・人体への影響はなかった。 

 

 

○セキュリティ及び警備体制の強化の状況 

セキュリティ及び警備体制の強化に向け、平成１６年度に引き続き、以下の対策を実施

した。 

(ｲ) 構内における外来者と職員との識別をより明確にし、不審者のチェックに万全を期

するため、制服若しくは職員証の着用を行った。 

(ﾛ) 正門等においては、不審者や不審車両の侵入を阻止するため、警備員又はガードマ

ンが立哨し、警戒に当たった。 

(ﾊ) 構内囲障周りに設置している赤外線センサー、テンションセンサーの発報点検を定

期的に実施した。 

(ﾆ) 警備員を外部研修に参加させ、資質の向上を図った。 

（研修内容） 

     ・事故発生時の警察機関等への連絡及び応急措置 

     ・警戒棒・巡回の方法等 

     ・人・物・車両等の出入管理方法 

     ・警報装置その他警備業務を実施するために使用する機器の使用方法 

     ・不審者を発見した場合の措置 

     ・警備業務を適正に実施するために必要な知識・技能に関すること 

     

 

○貨幣製造工程における数量管理の状況 

１．製造から保管まで一元的に管理する物流管理システムのデータと各工程における現

物とのチェック、複数の担当者による相互チェックを毎日、確実に実行するとともに、

同システムによる自動登録以外のものは、物品受渡確認票による相互確認を確実に行

った。 

２．管理責任者が日々の作業報告により、数量管理状況を貨幣部長まで報告した。なお、

万が一災害等が発生した場合には、「危機管理マニュアル（重要物品の亡失等）」によ

り的確に対応することとしている。 

 

以上の結果、数量管理について問題は生じなかった。 

 

 

○貨幣製造工程における警備体制の状況 

貨幣製造工程においては、平成１６年度に引き続き、次の事項を実施し、物品の管理を

万全に行った。 

１．職員が工場内に立ち入る際には、オートロック錠と連動した個人認証を行う工場入退

出管理システムにより、確実なチェックを行うとともに、金属探知機を使用して金属類
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の持込み・持出しに対して、確実にチェックを行った。また、システムの作動状況につ

いては、毎日点検を行い異常のないことを確認した。 

２．職員が設備のメンテナンス等のため部外者を同行して工場内に立ち入る際には、上記

１．のチェックに加え部外者の入退出記録を記帳させるとともに、工場内の作業に常時

立ち会うなどの厳重な管理体制を維持した。 

３．金庫・保管庫の入退出は必ず複数で行い、金庫・保管庫・工場等の警報チェックを毎

週、確実に実行した。 

４．管理責任者が日々の在庫数量をシステム上又は帳簿上で把握するとともに、定期的に

在庫チェックを実施した。 

５．年度末に実地たな卸を実施した。 

 

以上のいずれにおいても問題は生じなかった。 

 

 

○偽造防止技術に関する情報の管理状況 

貨幣の偽造防止技術の情報を含め指定した機密の技術情報の管理については、以下の

とおり実施した。 

１．文書については、所定の書庫に施錠の上、保管し、当該書庫の鍵をシステムキーボ

ックスにより管理し、当該鍵は、予め指定された責任者のみが使用ができるものとし、

文書や電子情報を持ち出す又は返却する際には、指定された責任者が同行し、所定の

帳票に記入することにより管理を行った。 

また、書庫があるフロアへの入退室についても、カード式入退室管理システムによ

る規制を行った。 

２．成果物の状態となったものについては、保管場所に施錠の上、保管し、成果物を使

用している間、当該場所に施錠する等関係者以外が立ち入れないように管理を行っ

た。また、研究にとって不要となった成果物がないか点検し、不要となった成果物は

適正に処分を行った。 

３．電子情報については、ネットワークを通じた研究所外からの不正アクセス等に対す

る防御策として、外部から遮断された研究所専用のネットワークで構成された「研究

ファイル管理システム」を使用した。 

 

以上の結果、情報の管理について問題は生じなかった。 

 

 

○危機管理に関する計画の策定状況 

１．平成１７年度において以下の危機管理に関する施策を実施した。 

(ｲ)  造幣局の事業活動に重大な損失又は影響をもたらすと考えられる危機の洗出

し及びこれら危機に対する管理体制の現状把握のため全局全課を対象に危機項

目調査を実施し、危機項目リストを作成した。 

平成１８年３月の理事懇談会において、危機管理の今後の進め方について検討
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を行い、危機が発生した場合の体制（速報体制、危機対策本部の設置）について

決定するとともに、造幣局における危機管理体制及び各危機項目への対応（事前

対策を含む。）の現状を検証し、危機管理体制を継続的に強化していくため、平

成１８年度から危機管理会議を開催することとした。平成１８年３月、この危機

管理会議の今後の進め方を検討するため準備会合を開催した。 

 (ﾛ) 平成１７年５月に災害対策本部役員を対象とした伝達訓練を行い、災害発生時

の緊急連絡体制網の確認を行った。 

(ﾊ) 平成１７年９月の防災週間の行事として「防災に関するマニュアル」に従い、

全職員を対象とした防災訓練（初期消火訓練並びに避難訓練）を実施した。 

（実施日及び参加人員） 

９月２日  本  局   ６９０人 

９月１日  東京支局   １９０人 

９月１日  広島支局   ２８０人 

(ﾆ) 個人情報保護については、顧客管理データに係るセキュリティの向上を図るた

め、局内からの不正アクセスの制限強化策として、販売管理システムと局内ネッ

トワークの接続機器(ルータ)の設定をきめ細かく行うとともに、販売管理システ

ムに対するセキュリティ診断を実施し、さらに情報処理室に監視カメラ及び指紋

照合開錠システムを設置した。  

   (ﾎ) ネットワークの外部からの不正侵入及びウイルス被害を未然に防止するため、

ウイルス定義ファイル等の最新版への随時更新やファイアーウォール等のセキ

ュリティ機器を運用するとともに、局外からの不正侵入についてのネットワーク

セキュリティ診断を実施し、ファイアーウォールについて特段の問題が無いこと

を確認した。  

２．なお、万が一、火災、災害等が発生した場合の事業運営への影響を極力回避するため、

保険仲立人の助言等を踏まえ、適切な保険契約を締結した。 

 

 

○製造途中の貨幣の管理区域外への流出の有無 

流出なし 

 

○偽造防止技術に関する秘密情報の漏洩の有無 

  漏洩なし 

 

 

評価の指標 ○各工程、各部門におけるチェック体制の構築の状況 

○セキュリティー及び警備体制の強化の状況 

○貨幣製造工程における数量管理の状況 

○貨幣製造工程における警備体制の状況 

○偽造防止技術に関する情報の管理状況 

○危機管理に関する計画の策定状況 
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○製造途中の貨幣の管理区域外への流出の有無 

○偽造防止技術に関する秘密情報の漏洩の有無 

 

評 定 評 価 等 

Ａ 

（理由・指摘事項等） 

内部管理体制については、貨幣製造工程における数量管理の徹底を図った

こと、管理区域への入退室の管理、物品管理の徹底を図ったこと、貨幣の偽

造防止技術についての情報流出防止の観点から、研究開発に関する技術情報

の適正な管理に努めたこと等により、問題発生はなく、評価される。 

これまでの取り組みにより、内部管理体制が構築され、危機項目リストの

作成など継続的な努力も認められ、現在まで特に問題は発生していないが、

今後、会社法に規定された内部統制システムに関する民間企業の取り組み、

日本版ソックス法（Sarbanes－Oxley法）の研究を課題にしてもらいたい。 

なお、ＩＳＯ１４００１に準拠した環境マネジメントシステムを構築して

いく過程において、独法移行前より保管していたウラン化合物について、法

令に基づく保管に係る許可を失念していたことが判明した。判明後、速やか

に文部科学省に報告し、必要な手続を行うとともに、他の法令関係について

も手続き漏れがないか徹底を図った。 

 

以上を総合的に勘案して、本項目の評定をＡとする。 
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独立行政法人造幣局 事業年度評価の項目別評価シート（５） 

大項目：１．業務運営の効率化に関する目標を達成するための措置  

中項目：（５）経費の削減           

中 期 目 標 「行政改革の重要方針」（平成17年12月 24日閣議決定）を踏まえ、今後5年間（17年度

を基準として、18年度から22年度まで）において、国家公務員に準じた人件費削減の取組

を行うものとする。 

併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを進めるものとする。 

 

業務運営の効率化の進捗状況を測定するため、固定的な経費又は総原価率を指標とするこ

ととし、中期目標期間中の平均が15年度実績と比較し、できる限り下回るよう目標を設定

し、その達成に努めるものとする。 

 

（注１）15年度の進捗状況は、予算と実績額を比較して評価するものとする。 

 

（注２）固定的な経費の定義は以下のとおり 

     固定的な経費＝営業費用－変動費 

変動費＝原材料費＋外注加工費＋時間外手当＋貨幣国庫納付金 

 

（注３）総原価率の定義は以下のとおり 

    総原価率＝（売上原価＋販売費及び一般管理費）÷売上高×100 

 

（注４) 大幅な物価変動があった場合には、固定的な経費の構成要素ごとに必要な修正を

行うものとする。 

 

中 期 計 画 「行政改革の重要方針」（平成17年12月 24日閣議決定）を踏まえ、今後5年間（17年度

を基準として、18年度から22年度まで）において、人員（注）を5％以上削減することと

します。中期目標期間が終了する平成19年度末までに人員を6.5％削減し、平成22年度末

までの間も人員の削減が図られるよう努めます。 

併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、俸給の引下げ・昇給カーブのフラット化な

ど、給与体系の必要な見直しを行います。 

（注）人員：常勤役員及び常勤職員の合計数。 

 

業務運営の効率化の進捗状況を測定するため、人件費等の固定的な経費を指標とすること

とし、中期目標期間中の固定的な経費の平均額が、１５年度実績と比較し、５％以上削減で

きるように努めます。 

 

（参考）１５年度の固定的経費（見込み）        １９５億円 

 中期目標期間中の固定的経費の平均額（見込み） １８４億円 
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（注１）15年度の進捗状況は、予算と実績額を比較して評価するものとします。 

 

（注２）固定的な経費の定義は以下のとおり 

      固定的な経費＝営業費用－変動費 

変動費＝原材料費＋外注加工費＋時間外手当＋貨幣販売国庫納付金 

 

（注３）大幅な物価変動等、中期計画策定時に想定されなかった事象が生じた場合には、

固定的な経費の構成要素ごとに必要な修正を行うものとします。 

 

（参 考） 

年 度 計 画 

業務運営の効率化の進捗状況を測定するため、人件費等の固定的な経費を指標とすること

とし、平成１７年度については、固定的な経費が１６年度実績に比べ１％以上下回るよう、

その削減に努めます。 

 

業務の実績 ○公的部門における総人件費改革の取組状況 

 １．人員の削減 

平成１７年１２月に「行政改革の重要方針」が閣議決定され、その中で独立行政

法人についても今後５年間で５％以上の人件費を削減することを基本とする方針

が示されたことを踏まえ、以下のとおり取り組むよう中期計画を変更した。 

(ｲ) 今後５年間（平成１７年度を基準として、平成１８年度から平成２２年度ま

で）において、人員（常勤役員及び常勤職員の合計数）を５％以上削減する。 

(ﾛ) 中期目標期間が終了する平成１９年度末までに人員を６．５％削減し、平成

２２年度までの間も人員の削減が図られるよう努める。 

 

  ２．国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直し 

国家公務員の給与構造改革を踏まえ、俸給の引下げ・昇給カーブのフラット化

など、給与体系の必要な見直しを行うよう中期計画を変更した。 

 平成１７年度は、一般職給与法において給与構造の見直しが行われたことを踏

まえ、以下のとおり改正することとした（平成１８年４月１日から実施）。 

    （１）役員報酬 

      (ｲ) 一般職給与法（指定職）に準じて俸給を引き下げる。 

      (ﾛ) 調整手当（改め「地域手当」）についても、一般職給与法（指定職）に準

じて実施する。 

    （２）職員の給与 

(ｲ) 給与水準を一般職給与法に合わせて平均４．８％程度（中高年齢層につい

ては７％程度）引き下げる。 

(ﾛ) 年功的な給与上昇を抑制するため、昇給カーブのフラット化等を行う。 

(ﾊ) 調整手当（改め「地域手当」）の支給割合を見直す。地域手当の支給割合は、

一般職給与法と同様の考え方を基本とし、財源（俸給の引下げ分４．８％

相当分と現行の調整手当相当）に見合った範囲で段階的に実施する。 
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 ○固定的な経費の削減率 

内部管理予算制度の活用により、経費の効率的使用に努めた結果、平成１７年度の固

定的な経費は、年度計画予定額１８２億円（平成１６年度実績１８４億円の▲１．１％）

を下回り、１７１億円（同▲７.３％）となった。 

   なお、実行にあたっては、以下のとおり執行状況について適切に管理するとともに、

必要に応じて見直しを図った。 

 

（ｲ）固定的な経費の月次実行状況の把握 

ＥＲＰシステムを活用し、毎月の固定的な経費の実行状況を把握するとともに、

各課から提出される予算実行状況報告をもとに、各経費の実行状況の増減要因を分

析のうえ、毎月の理事懇談会に報告した。これを受けて、理事懇談会においては業

務運営の状況を踏まえつつ、必要に応じ、固定的な経費の削減に向けた取組み方針

の見直しを行い、各部門は同方針に沿って経費の効率的な実行に努めた。 

 

(ﾛ) 施設関連経費の管理（特に支払修繕費） 

施設関連経費の支出については、平成１６年度に引き続き、内部管理予算で厳

格に管理し、特に支払修繕料等の経費については、計画の見直しや入札による執行

残が出た場合は残額の安易な執行を認めず、真に必要なものについては改めて再配

賦するなど、その管理の徹底を図った。 

なお、機械設備の予防保全を強化した結果、大きな設備故障も無く、修繕費の

圧縮による経費の節減が図られた。 

 

(ﾊ) 必要に応じ計画の見直しを実施（固定資産の投資計画を含む） 

平成１７年１１月に、上半期の実行状況を踏まえ、内部管理予算の見直しを行い

固定的経費の圧縮に努めた。 

 

 

評価の指標 ○公的部門における総人件費改革の取組状況 

○固定的な経費の削減率 

 

評 定 評 価 等 

Ａ＋ 

（理由・指摘事項等） 

固定的経費が年度計画比６．４％、前年度実績比７．３％減少し、中期計画

目標を順調に達成しつつある。この主因は、一般的経費の効率的使用が図られ

たことにあるが、人件費についても、給与体系の見直しや人員の削減により、

中期計画を上回るテンポで削減が進められている。 

内部管理予算制度の活用により、経費の効率的使用に努めたことから、固定

的経費が当初計画１８２億円を下回る、１７１億円となったことは評価でき

る。 

 

以上を総合的に勘案して、本項目の評定をＡ＋とする。 

 


